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１．東日本大震災教訓活用研究 

 

図１ 「震災教訓文献データベース」のトップ画面  
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２．地震・津波被害予測研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 仮想建物の最大応答加速度分布      図３ 階層別の室内危険度  

表１ 地震時室内危険度の指標  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 発災後 1 ヶ月間の鉱工業生産水準  

（平時を 100 とする）  

 

 

 

東日本大震災における高層建物の室内

被害調査結果や家具の被害予測手法に

基づき、名古屋市内の７地点を評価地

点として、10 階、20 階、30 階建ての

仮想建物を対象とした建物内の高さ方

向の室内被害予測方法について検討し

た。 
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南海トラフ巨大地震を想定し、

発災後 1 か月間における鉱工業

生産水準の変化をシミュレート

した。シミュレーションでは、

地震動により被災県内に立地す

る産業の資本ストックが毀損す

ると仮定。資本ストックの損壊

に伴い被災県内の鉱工業生産水

準が減少し、さらにそのことに

加え、都道府県内外の産業間取

引の変化を通じ被災していない

都道府県の鉱工業生産水準にも

影響が波及することが明らかと

なった。 
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３．防災・減災対策研究  

 

東海地域研究会            関西地域研究会  

 

四国地域研究会            九州地域研究会  

 

    減サイエンス塾          東南海地震 70 周年シンポジウム  

図５ 地域研究会や啓発・啓蒙活動の実施  

 地域の防災・減災対策に活かすため、行政やライフライン担当者との闊達な議論を通じ

て、より実践的な防災・減災対策を目指す「地域研究会」や、シンポジウム等を通じた一

般社会への情報発信を行った。  
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４．災害対応・復旧復興研究 

過去の大規模災害やその後の復興事業が地域社会にどのような影響を及ぼしたか―そ

の実態を把握した上で現在の地域社会構造を踏まえた対策を準備しておくことが、南海ト

ラフ巨大地震を前にわれわれがなすべきことの一つであろう。  

 上掲したのは新潟県中越地震（2004 年）の被災地を対象とし、震災前の地域人口特性（図

７、ここでは 2000 年時点を例示）、地震が発生せずに震災前の地域人口特性がそのままの

傾向で推移したと考えて推計した結果（図８、1995 年時点の人口特性に基づき、地震が発

生していないパラレルワールドとしての 2010 年時点の人口特性をコーホート法によって

推計）、そして人口特性の推計値と震災が起きた後の実態との比較状況（図９、両者の乖離

を地震の影響と定義した）をそれぞれ表現した図である。  

 被災地において広汎に人口減少が進んだ（図６を参照）一方で、人口構造のバランスが

良い（子育て世代と子供世代が一定程度存在し、高齢世帯よりも多い状況）エリアでは他

のエリアに比べて現実に震災が起きた場合でも人口流出やそれにともなう高齢化が穏やか

であるか、見られなかったことが窺えた。  
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図６ 震災前後の人口増減数(2000-2010)           図７ 震災前の地域人口特性(2000)  
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図８ 震災前のトレンドに基づく人口特性の推計    図９ 推計された人口特性と震災後の人口特性（2010） 

(1995→2010)                       との関係 
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５．防災・災害情報発信研究  

 

 

図１０ 各種データベースおよびプ

ラットフォームの詳細設計に着手す

るとともに、Ver.0 のテスト運用を通

じて、データの運用管理や発信方法、

利活用方法について検討し、Ver.0.1

を構築した。また、必要な機能の追

加開発のための設計を行った。  

図１１ 自動震源決定システムの機

能向上・改良を３つ行った。  P 波 S

波識別フィルターの開発による、S 波

読み取りの高精度化、理論的エンベ

ロープ波形と観測波形の比較によ

る、間違った処理結果の除去、２次

元レイトレースによる、海と陸との

構造を用いた走時計算方法の導入。  

図１２ 減災関連情報の収集・整理

を行うとともに、これらを減災対策

等に有効活用できる、あるいは、一

般住民にきめ細やかで分かりやす

く、納得感が得られる情報として提

供していくための情報システムの構

築を進めた。防災啓発・教育・学習・

人材育成に関する情報取集を行うと

ともに、効果的な手法について調査

した。 

図１３ 南海トラフ巨大地震で津波

被害が想定される地域で、住民の防

災知識構造を明らかにすることを目

的とし、前年度の量的調査を受け、

特定地域を対象に、知識構造ならび

に社会構造をより精緻かつ深く解明

するために、質的調査を行った。比

較のため、必要に応じて東日本大震

災の事例を収集した。  
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６．プレート・断層構造研究  

 

 

 

図１４ 四国西部で実施した人工地震観測の記録。帯域幅２～15Hzの帯域通過フィルタな

らびにウィンドウ幅1.5秒のAGCを適用した。発破点付近に黒矢印を、顕著な反射波が確認

された場所に赤矢印と青矢印を付記した。なお、観測点の配置を右上地図の赤点で示す。

地図中の青点は深部低周波微動の震央位置（Obara et al., 2010）を表す。 
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７．海陸津波履歴研究 

 

図１５ 石垣島南方海底扇状地上での不擾乱表層堆積物採取作業と採取された試料  

A: マルチプルコアラー、B: 採取試料外観、C: コア断面。堆積物の色の白い部分が石灰質

生物遺骸を多く含むタービダイト。  

 

図１６ 高知県東洋町（A）、四万十町（C）、黒潮町（D）から採取されたイベント砂層と

南国市（B）のイベント砂層（オレンジ及び緑の矢印層準）と年代測定結果  
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８．広帯域地震活動研究  

① 南海トラフにおける準リアルタイム海底上下変動観測によるスロースリップのモニタ

リング  

 

図１７ 熊野灘に設置したブイシステム海底局で観測されたチリ・イキケ地震による

マイクロ津波（2014 年４月２日）。得られた記録に、低域遮断フィルター（周期 3600

秒）を作用させた後の波形。  

 

② 南海トラフ西部の領域における広帯域自然地震観測  

 

図１８ S 波速度 3.5km/s の均質媒質を仮定し、深さはプレート境界面（Yamamoto et al., 

2013）に固定してエンベロープ相関法（Obara, 2002）により計算した浅部低周波微動の震

源のうち、2 例を示す。青の丸と四角は海底地震観測点で、赤十字が震源位置、コンター

は残差を示しており 0.5 s 間隔である。



ix 

 

９．データ活用予測研究  

 

 

図１９－１  （上図）2011 年３月９日三陸沖地震  (2011 年東北地方太平洋沖地震の最大前

震) の地震時すべりおよび地震後余効すべり分布。灰色で塗りつぶしたコンターが地震時

すべりを示し、薄青色で塗りつぶしたコンターが前震発生から前震の最大余震である M6.5

の地震までの余効すべり、桃色コンターが M6.5 の余震から東北地方太平洋沖地震本震ま

での余効すべりを示す。青色コンターは海陸測地データから推定された東北地方太平洋沖

地震時の地震時すべり分布  (Iinuma et al., 2012)。 色付きの丸印は前震から本震の間の余震

活動を、前震からの経過時間で色付けしてしめす。（下図）1989 年、1992 年、2011 年の各

三陸沖イベントにおける地震後余効変動時系列を示す。各時系列にはすべり速度・状態依

存摩擦構成則に基づく対数関数を当てはめ、得られた時定数 (t0)およびその推定誤差を図中

の表に示した。また地震発生から 51 時間後時点におけるひずみ量と地震時に観測されたひ

ずみ量の比も同表中に示す。  

 

 

 

 



x 

 

 

 

図１９－２ 約 17年間の間に南西諸島で検出された短期的 SSE断層モデル（Nishimura, 

2014）。ハッチをつけた矩形領域は使用できるデータが少ないので解析領域から外して

いる。（A）推定した SSE の断層モデル 破線の矩形は推定断層（実線は断層上端）を

示し、緑色ベクトルは推定したすべりを示す。黄色領域は、過去および将来発生する

地震の震源域を示す。（B）短期的 SSE による累積すべり量 青線は 10cm 間隔での累

積すべり量を表すコンターである。（C）短期的 SSE の検出数。  
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１０．震源モデル構築・シナリオ研究  

 

図２０－１ 日向灘地震・豊後水道スロースリップイベント（SSE）の影響を考慮した地

震発生サイクルシミュレーションで見つかった、南海トラフ地震の新しいシナリオの例。

(左図)熊野灘から地震破壊が開始し、東海・南海セグメントが同時に破壊される地震シナ

リオ。(中図) 地震が熊野灘から開始し、東海地震セグメントの破壊が発生したのち、5 時

間で南海地震セグメントが破壊する地震シナリオ。(右下図)Mw7.5の日向灘地震の発生。(右

上図)日向灘地震の発生から、3.5 年で足摺沖を震源とする南海地震セグメントの破壊が開

始し、その一年後に東海地震セグメントが破壊する地震シナリオ。  

 

図２０－２ 1946 年南海地震直後に東大地震研で行われたアンケート調査結果による震

度分布（MM 震度階）。左は､調査結果からわかった各地域の震度の平均値。右図は最大値。

星印とコンターは、本地震の震央とすべり量分布（「Murotani，2007」による）を現す。 


